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令和２年７月 10日 

日本原燃株式会社 

重大事故等に対する有効性評価について 

１．重大事故に対する基本方針 

設計上定める条件より厳しい条件の下において，重大事故の起因とな

る安全機能の喪失及びその同時発生の範囲，機能喪失後の事象進展，重

大事故の発生規模並びに重大事故の同時発生の範囲を重大事故の発生

を仮定する機器として特定する。 

重大事故の発生を仮定する機器の特定に当たっては，重大事故の発生

を仮定する条件を設定し，これによる安全上重要な施設の機能喪失の範

囲を整理することで重大事故の発生を仮定する機器を特定し，重大事故

が単独で，同時に又は連鎖して発生することを仮定するとともに，それ

ぞれの重大事故についての有効性評価の条件とする。 

有効性評価は，「重大事故の発生を仮定する機器の特定」で特定する

重大事故ごとに，機能喪失の範囲及び生じる環境条件をもとに，代表事

例を選定し実施する。 

また，重大事故等対策の有効性を確認するために設定する評価項目は，

重大事故の特徴を踏まえたうえで，重大事故の発生により放射性物質の

放出に寄与する重大事故等のパラメータ又はパラメータの推移とし，重

大事故等対策が講じられた際に大気中へ放出される放射性物質の放出

量がセシウム‐137 換算で 100TBq を十分下回るものであって，かつ，

実行可能な限り低いことを確認する。 

２．重大事故の発生を仮定する機器の特定 

（１）重大事故の評価事象

重大事故の評価事象は，事業許可基準規則を踏まえ，設計上定める

条件よりも厳しい条件の下において発生する以下のものとする。 

一 臨界事故 

二 核燃料物質等を閉じ込める機能の喪失 

（２）重大事故の発生を仮定する際の条件の考え方

外部からの影響による機能喪失（外的事象）と動的機器の故障等に

よる機能喪失（内的事象）を考慮する。 

外的事象の考慮として，設計基準より厳しい条件を施設に与えた場

合に重大事故の要因となる可能性があり，かつ，重大事故に至る前ま

でに対処が実施できない自然現象等として，地震を考慮するものとす

る。設計基準より厳しい条件として，基準地震動を上回る地震力を想

定する。具体的には，基準地震動の 1.2 倍の地震力を考慮し，機能を
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維持できない静的機器の機能喪失，全ての動的機器の機能喪失を考慮

し，重大事故の発生を想定する。 

内的事象は，設計基準事故で想定した動的機器の単一故障等を超え

る条件として，動的機器の多重故障等を考慮する。 

また，内的事象と外的事象の同時発生は，外的事象は発生頻度が極

めて低いことに加え，外的事象と内的事象は関連性が認められない偶

発的な事象となることから，考慮しない。 

 

（３）重大事故の発生を仮定する機器の特定 

１）臨界事故 

外的事象発生時では，貯蔵施設等において，基準地震動の 1.2倍の

地震力によって設備が損傷等することを想定したとしても，臨界事故

が発生する物理的条件が成立しないため，臨界事故の発生は想定でき

ない。 

内的事象発生時では，質量管理を行うグローブボックスにおいて，

誤搬入防止機能での動的機器の多重故障等を想定し，さらに人による

誤操作の重ね合わせを想定し，複数回の誤搬入を想定しても，臨界は

発生しない。さらに，技術的想定を超えて，誤搬入を繰り返し行うこ

とを想定したとしても，最も少ない設備で 25 回の多重の故障，誤操

作の発生による誤搬入を行っても臨界の発生は想定できない。 

以上のことから，臨界事故は重大事故として特定しない。 

 

２）核燃料物質等を閉じ込める機能の喪失 

グローブボックス内を窒素雰囲気とすること，潤滑油が機器に収納

されていること，着火源がないことなどの発生防止を講じており，外

的事象等によって，動的機能の多重故障を想定してもそれ以外の基準

地震動の１．２倍の地震力を考慮した際に機能維持できる設計とする

静的機器により，火災が発生する条件が成立しないことから，その発

生は想定できない。 

しかしながら，技術的想定を超えて，核燃料物質等を閉じ込める機

能の喪失として，露出した状態でＭＯＸ粉末を取り扱い，火災源とな

る潤滑油を保有しているグローブボックス８基において，発生防止対

策の機能喪失及び異常事象が発生することに加え，動的機器の機能喪

失として，感知・消火設備が同時に機能喪失することにより，火災が

継続し，火災による駆動力により，設計基準事故を超えて外部への多

量の放射性物質の放出に至ることを仮定する。 

 

外的事象発生時では，地震により設計基準事故で想定した機能喪失

に加え，動的機器の機能喪失として，感知・消火設備が同時に機能喪

失すること，８基のグローブボックスで同時に火災が発生することを
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仮定する。 

内的事象発生時では，動的機器の多重故障等として感知・消火設備

の機能喪失を条件とし，共通要因で故障する可能性のある範囲を特定

したうえで機能喪失を想定する。感知・消火設備の多重故障による機

能喪失，感知・消火設備と連動するグローブボックス排風機の多重故

障による機能喪失，全交流電源喪失によるこれらの機器の機能喪失が

想定される。また，８基のグローブボックスのうち１基において単独

で火災が発生することを仮定する。 

 

３． 重大事故の有効性評価 

３．１ 評価対象の整理及び評価項目の設定 

「２．重大事故の発生を仮定する機器の特定」において考慮した

重大事故の発生を仮定する際の条件として考慮した設計上定める

条件よりも厳しい条件をもとに，重大事故等の発生を防止している

安全機能の喪失の範囲及び生じる環境変化に着目し，重大事故等対

策の有効性を確認するための代表事例を選定して，対応する措置の

有効性評価を行う。 

拡大防止対策の有効性を確認するため，重大事故等のそれぞれに

ついて有効性を確認するための評価項目を設定することとし，評価

項目は重大事故等のパラメータ又はパラメータの推移とする。 

 

３．２ 評価にあたって考慮する事項 

有効性評価は，重大事故等対処設備としている設備を用いたもの

を対象とする。手順及び体制としては，通信連絡設備等のその他の

重大事故等対策との関係を含めて必要となる水源，燃料及び電源の

資源や要員を整理したうえで，安全機能の喪失の仮定，環境条件を

考慮して，事態が収束する時点までを対象とする。 

環境条件への考慮として，「２．重大事故の発生を仮定する機器

の特定」において整理する自然現象の組み合わせをもとに，設計基

準において想定した規模の自然現象の発生を想定するが，対処によ

り事象を収束させるまでの時間が短い場合には，その間に自然現象

が発生する可能性が十分に低いと考えられることから，対処実施中

の自然現象の発生は想定しない。 

 

３．３ 有効性評価における評価の条件設定 

有効性評価における評価の条件設定については，「３．２ 評価

にあたって考慮する事項」による仮定等を考慮するとともに，事象

進展の不確かさを考慮して，設計値等の現実的な条件を設定するこ

とを基本とする。 
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３．４ 評価の実施 

有効性評価における評価は，発生を想定する重大事故等の影響を

把握し，設備の健全性を確認するとともに，対策の実施により事故

が収束すること及び事故によって外部に放出される放射性物質が

十分に低く押さえられていることを確認し，その結果を明示する。 

 

３．５ 評価条件の不確かさの影響評価 

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等の操作時

間に与える影響及び評価項目に与える影響を確認し，それらの影響

を踏まえても重大事故等対策の実現性に問題なく，評価項目を満足

することを確認する。 

 

３．６ 重大事故等の同時発生又は連鎖 

「２．重大事故の発生を仮定する機器の特定」の結果に基づき，

重大事故等が同時に発生する範囲を特定し，有効性評価を実施す

る。また，起因となる重大事故等の事象進展，事故規模を分析し，

事故の影響によって顕在化する環境条件の変化を明らかにし，事

故影響が安全機能に及ぼす影響等を評価する。 

同じ重大事故等の同時発生は，複数の機器において重大事故等が

同時に発生することを前提として有効性評価を行う。 

連鎖により発生する重大事故等は，「２．重大事故の発生を仮定

する機器の特定」で特定した重大事故等を対象として検討するこ

ととし，重大事故の発生による環境条件等によって，その他の重大

事故等が連鎖して発生するかを分析する。 

 

３．７ 重大事故等に対する対策の有効性評価 

３．７．１ 事故の特徴 

露出した状態でＭＯＸ粉末を取り扱い，火災源となる潤滑油を保

有しているグローブボックスにおいては，火災の発生防止対策と

して，グローブボックス内を窒素雰囲気とする，潤滑油を機器に収

納する，着火源を排除する等の設計を講じているが，技術的想定を

超え，発生防止対策が機能喪失し，何等かの理由により火災が発生

し，同時に設計基準対象施設である感知・消火設備が機能喪失し，

火災が継続することにより，火災により発生する気流によってグ

ローブボックス内の気相中に移行するＭＯＸ粉末量が設計基準事

故よりも増加する。 

火災が発生することに加え，グローブボックス排風機が停止する

ことにより，グローブボックス内の負圧を維持できなくなり，火災

によるグローブボックス内雰囲気の体積膨張の影響で，グローブ

ボックスの気相中に移行したＭＯＸ粉末が，グローブボックス給
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気系，グローブボックス排気設備，グローブボックスのパネルの隙

間等へ移行する。グローブボックス給気系，グローブボックスのパ

ネルの隙間等に移行したＭＯＸ粉末は，当該グローブボックスを

収納する工程室に漏えいする。 

工程室に漏えいしたＭＯＸ粉末は，グローブボックス内で発生し

た火災の影響による工程室内雰囲気の体積膨張により工程室排気

設備を経由して大気中へ放出される。 

グローブボックス排気設備に移行したＭＯＸ粉末は，グローブボ

ックス排気設備を経由して大気中へ放出される。 

 

３．７．２ 対処の基本方針 

核燃料物質等を閉じ込める機能の喪失への対処として，加工施設

の位置，構造及び設備の基準に関する規則の第二十二条及び第二

十九条に規定される要求を満足する重大事故等の拡大を防止する

ために必要な措置を講じる。 

設計基準対象施設として機能を期待するグローブボックス温度

監視装置の感知機能，グローブボックス消火装置の消火機能の喪

失を確認した場合には，重大事故等の発生防止対策として，核燃料

物質をグローブボックス内に静置した状態を維持し，火災の発生

を未然に防止するため，全送排風機の停止（気体廃棄物の廃棄設備

の建屋排風機，工程室排風機，グローブボックス排風機，送風機及

び窒素循環ファン並びに燃料加工建屋の非管理区域の換気・空調

を行う設備の停止），全工程停止及び動力電源の遮断の対応を行う。 

また，設計基準対象施設の感知機能，消火機能の喪失状態につい

ては，発生する要因によって，いくつかのケースが想定されるが，

ＭＯＸ燃料加工施設における重大事故等は火災による閉じ込める

機能の喪失のみであることから，火災の確認，消火等の対処を優先

的に行うことにより外部への放射性物質の放出を可能な限り抑制

することを目的として，いずれのケースに対しても，上記の発生防

止対策を行う。 

露出した状態でＭＯＸ粉末を取り扱い，火災源となる潤滑油を保

有しているグローブボックスで火災が継続した場合，ＭＯＸ粉末

の飛散又は漏えいが発生することから，重大事故の拡大防止対策

として，気相中に移行したＭＯＸ粉末が外部へ放出されることを

可能な限り防止するため，感知・消火設備が機能喪失及び火災の発

生を確認後，速やかにグローブボックス排気設備及び工程室排気

設備の流路を遮断する対策を整備する。 

また，火災の影響による核燃料物質の気相中への移行の拡大を防

止するために，速やかに火災を消火する対策を整備する。 

以上の拡大防止対策により事態の収束を図る。 
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事態が収束するまでの間，グローブボックス内又は工程室に飛散

又は漏えいしたＭＯＸ粉末は，火災によって生じる気流に同伴し

て大気中に放出されることから，これを抑制するため，グローブボ

ックス排気系又は工程室排気系に移行するＭＯＸ粉末を高性能エ

アフィルタで捕集し低減する。 

 

上記の事態の収束を図る対策実施後，工程室内の放射性物質濃度

が通常時と同等になったことを確認した後に，工程室内床面に沈

着したＭＯＸ粉末を回収するための対策を整備する。また，回収に

係る対策を実施するための作業環境確保を行うための回復に係る

対策を整備する。 

 

３．７．３ 具体的対策 

（１）発生防止対策 

通常運転時は，安全系監視制御盤で加工工程の各パラメータやグロ

ーブボックスの火災の感知・消火設備に異常がないことを監視すると

ともに，グローブボックスにおける火災警報が発報していないことを

確認し，設計基準では，火災警報の発報を確認した後は，自動で消火

設備が起動して消火を行う。 

全交流電源喪失により，安全系監視制御盤等において，監視機能の

喪失，母線電圧低の発報（全交流電源喪失）を確認した場合は，設計

基準の感知・消火機能が喪失した状態になることから，重大事故等対

処への着手を判断する。 

重大事故等対処への着手判断を受け，火災の影響を受けるＭＯＸ粉

末の対象を限定すること等により，外部への放出に至ることを防止す

ることを目的とし，発生防止対策として，地上 1 階の中央監視室で，

全送排風機の停止，全工程の停止及び火災源を有する機器の動力電源

の遮断の状態確認（又は，停止等の操作）を行う。 

非常用電源設備が起動した場合でも，安全系監視制御盤で監視機能

の喪失，安全系監視制御盤や監視制御盤で感知機能の多重故障，消火

機能（消火設備，グローブボックス排風機）の多重故障を確認した場

合は，上記と同様に発生防止対策を行う。 

また，安全系監視制御盤において，設計基準対象施設の消火機能の

一部であるグローブボックス排風機の多重故障による消火機能の機

能喪失を確認した場合には，連動して停止する設計としている工程室

排風機も含めて設備が停止していることを確認するとともに，外部へ

の放射性物質の放出を防止するという観点で，上述の対策に加えて，

発生防止対策として，グローブボックス排気設備及び工程室排気設備

の流路を遮断するため，地上 1 階の中央監視室で，グローブボックス
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排風機入口手動ダンパ及び工程室排風機入口手動ダンパを遠隔閉止

する。 

 

(２）拡大防止対策 

重大事故等対処への着手判断を受け，拡大防止対策として，火災の

発生を確認するため，中央監視室において，重大事故の発生を仮定す

るグローブボックスの火災源に設置された火災状況確認用温度計の

指示値を，可搬型グローブボックス温度表示端末を接続することによ

り確認する。 

上記と並行して，拡大防止対策として，外部への放射性物質の放出

を可能な限り防止するため，中央監視室から移動し，地下 1 階の排風

機室において，グローブボックス排風機入口手動ダンパ及び工程室排

風機入口手動ダンパを手動閉止する。 

火災状況確認用温度計の指示値が 60℃を超える場合は，当該グロ

ーブボックスで火災が発生していると判断し，拡大防止対策として，

火災の発生が確認されたグローブボックスに対して，中央監視室近傍

から，遠隔手動操作により，地下３階廊下に設置された遠隔消火装置

を起動させ，消火剤（ハロゲン化物消火剤）を放出する。 

なお，閉じ込める機能の喪失に至る火災に繋がる火災源は潤滑油に

限定されるため，上記対策では，潤滑油が存在する箇所に対して局所

的に消火剤を放出することで火災を消火する。 

 

重大事故発生時において，中央監視室の安全系監視制御盤や監視制

御盤による操作等が可能な場合は，中央監視室の盤において，火災状

況確認用温度計の指示値を確認するとともに，中央監視室の安全系監

視制御盤等から遠隔消火装置の遠隔操作による起動，グローブボック

ス排気閉止ダンパ及び工程室排気閉止ダンパの遠隔操作による閉止

を行う。 

 

上述の一連の対策が完了した後，重大事故の発生により工程室内に

グローブボックスから漏えいしたＭＯＸ粉末が沈降し，工程室内雰囲

気が安定した状態であることが確認された場合は，濡れウエス等によ

り工程室内床面に沈着したＭＯＸ粉末の回収を行う。 

なお，回収作業をＭＯＸ粉末が沈降し，工程室内雰囲気が安定した

状態で行うことから，従前回収作業に使用するとしていた可搬型集塵

装置は使用しないこととする。 

回収作業は，可搬型ダストモニタ及びアルファ・ベータ線用サーベ

イメータにより工程室内の放射性物質濃度を確認し，通常の工程室内

雰囲気と同程度になったこと及び以下に示す回復作業の準備完了を

もって実施を判断する。 
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また，回収作業を実施する前に，回収作業を行う作業員の作業環境

を確保することを目的として，可搬型排風機付フィルタユニット等を

グローブボックス排気設備に接続し，工程室からグローブ排気経路へ

の気流を確保する。 

回復作業は，上記の可搬型ダストモニタ及びアルファ・ベータ線用

サーベイメータにより工程室内の放射性物質濃度が通常の工程室内

雰囲気と同程度になったことをもって着手を判断する。 

 

このため，火災状況確認用温度計，遠隔消火装置等を常設重大事故

等対処設備として設置するとともに，グローブボックス排風機入口手

動ダンパ，工程室排風機入口手動ダンパ，グローブボックス排気閉止

ダンパ，工程室排気閉止ダンパ，グローブボックス排気ダクト等を常

設重大事故等対処設備として位置付ける。また，可搬型グローブボッ

クス温度表示端末，可搬型排風機付フィルタユニット，可搬型ダスト

モニタ及びアルファ・ベータ線用サーベイメータ等を可搬型重大事故

等対処設備として配備する。 

回収作業に用いる濡れウエス等は，資機材として配備する。 

 

平常運転時の監視から対策開始までの基本的な流れを添付２，初動

対応の流れを添付３，重大事故等の対処に係るタイムチャートを添付

４，重大事故等対処の概要を添付５に示す。 

 

３．８ 有効性評価 

（１）代表事例 

閉じ込める機能の喪失に至る火災の発生する範囲及び環境条件を

踏まえ対処内容を考慮し，外的事象の「地震」を代表事例として選定

する。 

外的事象の「地震」を要因とした場合，閉じ込める機能の喪失に至

る火災の発生箇所は，露出した状態でＭＯＸ粉末を取り扱い，火災源

となる潤滑油を保有しているグローブボックス８基である。 

 

（２）代表事例の選定理由 

①機能喪失の範囲 

火災による閉じ込める機能の喪失の発生の前提となる要因は，「３．

重大事故の発生を仮定する機器の特定」で示したように，外的事象「地

震」において，感知・消火機能に係る動的機器を含む全ての動的機器

の直接的な機能喪失により発生する。 

また，内的事象の「動的機器の多重故障等」による同一機能を有す

る動的機器の直接的な機能喪失及び全交流電源喪失による間接的な

動的機器の機能喪失により発生する。 



 

9 

 

以上により，外的事象の「地震」を要因とした場合が，動的機器の

機能喪失が同時に発生し，機能喪失する機器が多く，その範囲も広い。 

 

②重大事故等対策の種類 

重大事故等対策は，遠隔消火装置による消火，ダンパ閉止による外

部への放出経路の遮断であり，複数の設備故障が発生した場合におい

ても対処が可能となるような対策を選定している。 

整備した重大事故等対策が，外的事象「地震」を含む全ての要因で

想定される機能喪失をカバーできており，重大事故等の対処の種類の

観点から，外的事象「地震」以外の要因に着目する必要性はない。 

 

③重大事故等への対処時の環境条件の観点 

重大事故等への対処の環境条件に着目すると，外的事象の「地震」

を要因とした場合には，基準地震動を１．２倍した地震動を考慮する

とした設備以外の設備の損傷及び動的機器の動的な機能の喪失が想

定される。建屋内では溢水等の内部ハザードが発生する可能性があり，

また，全交流電源の喪失により換気空調が停止し，照明が喪失する。 

内的事象の「動的機器の多重故障等」を要因とした場合は，建屋内

の環境条件が有意に悪化することはない。 

 

以上により，機能喪失する機器が多く，環境条件の悪化も想定され

ることから，有効性評価の代表としては，外的事象の「地震」による

閉じ込める機能の喪失を選定する。 

 

（３）有効性評価の考え方 

閉じ込める機能の喪失に至る火災による外部への放出を可能な限

り防止することができるかについて確認するため，グローブボックス

内で発生する火災の規模，火災の影響によるＭＯＸ粉末の外部への移

行の推移を評価する。 

外部への放出に繋がるグローブボックス内のＭＯＸ粉末の火災に

よる影響については，火災の規模等により評価を行い，火災の影響を

受けたＭＯＸ粉末の外部への放出量については，火災の影響を考慮し

たＭＯＸ粉末の移行量等を想定される移行経路ごとに評価する。 

また，移行経路において，火災の影響による状態変化が想定される

場合には，火災の規模との関係でそれを評価する。 

 

（４）機能喪失の条件 

代表事例において，基準地震動の１．２倍の地震動を入力した場合

においても必要な機能を損なわない設計としていない機器は，機能を

喪失するものし，動的機器については耐震性によらず機能喪失を想定
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する。 

また，代表事例では，設計基準の火災に対する発生防止機能の喪失，

潤滑油の火災の発生に加えて，設計基準の拡大防止機能等に係る全て

の動的機器の機能喪失を想定しているため，追加での機能喪失は想定

しない。 

 

（５）事故の条件及び機器の条件 

本重大事故は，露出した状態でＭＯＸ粉末を取り扱い，火災源とな

る潤滑油を保有しているグローブボックス８基で同時に発生するこ

とを仮定する。 

火災の消火に使用する消火剤は，消火性能確認の試験によって消火

性能が確認されたものを使用するとともに，その量は，それぞれのグ

ローブボックスの火災源となる潤滑油に対して設置したオイルパン

の表面積に対して必要な消火剤量に余裕を考慮して設定し，火災源ご

とに消火設備を 1セット使用する。 

 

（６）操作の条件 

地震の発生から 10 分以降，要員による安全系監視制御盤等の確認

を実施し，その結果により安全機能の喪失を把握し，重大事故等への

対処を実施するものと仮定し，閉じ込める機能の喪失に至る火災に対

する消火は，中央監視室における火災状況確認用温度計での火災の発

生の確認と併せて，地震発生後 20 分で完了する。 

外部へのＭＯＸ粉末の放出の防止に係るグローブボックス排風機

入口手動ダンパ及び工程室排風機入口手動ダンパの手動閉止は，地震

発生後 20分で完了する。 

 

（７）放出量評価に関連する事故，機器及び操作の条件の具体的な展開 

有効性評価における大気中への放射性物質の放出量は，重大事故の

発生を仮定するグローブボックス内で火災影響を受けるＭＯＸ粉末

に対し，放射性物質の放出に寄与する火災継続時間，火災に伴い気相

中に移行する放射性物質の割合，各経路への分配割合，空気中のＭＯ

Ｘ粉末濃度及び熱による体積膨張量を求め，大気中への放出経路にお

ける除染係数の逆数を乗じて算出する。（添付６参照） 

また，算出した大気中への放射性物質の放出量にセシウム－137 へ

の換算係数を乗じて，大気中への放射性物質の放出量（セシウム－137

換算）を算出する。セシウム－137 換算係数は，IAEA-TECDOC-1162に

示される，地表沈着した放射性物質からのガンマ線による外部被ばく

及び再浮遊した放射性物質の吸入摂取による内部被ばくに係る実効

線量への換算係数を用いて，セシウム－137 と着目核種との比から算

出する。ただし，プルトニウム及びアメリシウムは，化学形態による
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影響の違いを補正する係数を乗じて算出する。 

 

１）火災規模，燃焼継続時間の設定 

火災規模に関係するパラメータのうち，潤滑油量は設計上の上限値で

設定できるが，オイルパン上での燃焼面積については，時間経過による

燃焼面の広がりや潤滑油の漏えい状況に依存する。 

これらの条件により，火災の継続時間（＝気相への移行が継続する時

間），火災影響による空気の膨張量等が変動する。 

放出量評価においては，火災試験の状況等を踏まえ，それぞれの火災

源にて燃焼面積 50%での火災が継続することを仮定する。 

 

２）火災影響を受けるＭＯＸ粉末量 

グローブボックス内においては，ＭＯＸ粉末を機器又は粉末容器で取

り扱う。このうち，粉末容器については開口部が存在するため，火災影

響を受けるＭＯＸ粉末量として設定する。 

重大事故の発生を仮定するグローブボックスで取り扱う粉末容器は，

J60（最大 Pu 富化度 33%，最大取扱量 65 ㎏ MOX）又は J85（最大 Pu 富

化度 18%，最大取扱量 90㎏ MOX）であり，各グローブボックスで一度に

取り扱う可能性がある粉末容器中のプルトニウム量の最大値を設定す

る。 

 

３）火災影響により粉末容器からグローブボックス気相中に移行するＭ

ＯＸ粉末の割合 

700℃に加熱したシュウ酸プルトニウムを，風速１m/s で上昇気流の

流れを模擬した際のフィルタ及びライナーへの付着量を求めた実験の

結果，約１％/hr との結果が得られている。 

一方，最も潤滑油量が多い造粒装置グローブボックスの火災時の熱気

流上昇速度について文献で示された式で求めると，流速約６m/sとの結

果が得られた。 

ただし，上記の流速は火災源直上の値であるのに対し，火災と粉末容

器の位置関係を踏まえると，直接火炎にさらされることは想定されない。

また，粉末容器の形状を踏まえると，開口部が限定されており，気流の

影響を受けにくい。 

このため，火災影響により粉末容器からグローブボックス気相中に移

行するＭＯＸ粉末の割合として，実験結果である１％/ｈを，グローブ

ボックス排気系への移行率，グローブボックス給気フィルタ及びグロー

ブボックスパネル隙間を介した工程室への移行率として設定する。 

 

４）ＭＯＸ粉末の移行経路及び移行割合 

グローブボックス内から系外への移行経路として，グローブボックス
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排気系，グローブボックス給気フィルタ及びグローブボックスパネル隙

間を介した工程室への漏えいを想定する。 

各経路への移行割合は，火災影響によるグローブボックス内空気の体

積膨張率をグローブボックスに与え，各経路の圧力損失が等しくなる流

速比より，経路別の分配比を算出する。 

グローブボックスパネル隙間について，設計上の漏えい率から求めら

れる隙間長さの 10 倍を仮定すると，各経路への移行割合は，「グローブ

ボックス排気系：約 25%，グローブボックス給気系：約 74%，グローブ

ボックスパネル隙間：約１％」となる。 

工程室に漏えいしたＭＯＸ粉末については，火災影響による工程室空

気の体積膨張分が，工程室排気系を通じて外部へ放出されることを想定

する。 

 

５）工程室に漏えいしたＭＯＸ粉末の工程室排気系への移行 

工程室に漏えいしたＭＯＸ粉末は，火災の上昇気流の影響を直接受け

るわけではない。このため，工程室へのＭＯＸ粉末の漏えい量と工程室

の容積から求めたＭＯＸ粉末濃度の空気が，火災影響による工程室の温

度上昇で膨張した分，工程室排気系を経由して放出されることを想定す

る。 

火災の継続時間に応じて１％/ｈでグローブボックスから工程室に漏

えいしたＭＯＸ粉末が全て工程室排気系に移行するものではなく，工程

室内での体積膨張量に相当する空気量のみが移行することから，上述の

ようなＭＯＸ粉末濃度を求めて放出量を想定する。 

ＭＯＸ粉末濃度及び工程室の体積膨張量については，火災の継続時間，

火災源の熱量に依存するため，火災源毎にこれらを算出する。 

 

６）大気中の放出経路における除染係数 

気相中に移行したＭＯＸ粉末は，グローブボックス排気設備，工程室

排気設備を経由して大気中に放出される。また，グローブボックス給気

フィルタを介して，工程室排気設備を経由する場合もある。 

グローブボックス排気系及び工程室排気系のダクト内へのＭＯＸ粉

末の沈着による除染係数は 10とする。 

また，経路上の高性能エアフィルタは１段あたり 103 以上（0.3μｍ

DOP粒子）の除染係数を有する。 

グローブボックス排気系は高性能エアフィルタ４段で構成され，除染

係数は 109とする。 

工程室排気系は高性能エアフィルタ２段で構成され，除染係数は 105

とする。また，グローブボックス給気側の高性能エアフィルタ１段を経

由し，工程室排気系から放出する場合には，高性能エアフィルタ３段を

経由するため，除染係数は 107とする。 
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（８）判断基準 

閉じ込める機能の喪失の拡大防止対策の判断基準は，消火剤の放出

による火災の消火及び火災によるＭＯＸ粉末の外部への放出の遮断

の対策が実行可能で有効であること及び外部への放出の遮断の対策

完了までに外部へ放出される放射性物質の放出量がセシウム‐137 換

算で 100TBq を十分下回るものであって，かつ，実行可能な限り低い

こと。 

 

３．９ 有効性評価の結果 

（１）拡大防止対策 

閉じ込める機能の喪失に至る火災に対し，地震発生後，安全系監視

制御盤で感知・消火設備の機能喪失等を確認し，20分以内に手動で火

災状況確認用温度計による火災の発生の確認及び消火剤の放出によ

る消火ができるため，継続している火災に対し消火が可能である。 

また，地震発生後，安全系監視制御盤で感知・消火設備の機能喪失

等を確認した後，20 分以内にグローブボックス排風機入口手動ダンパ

及び工程室排風機入口手動ダンパを手動で閉止できるため，火災が継

続している場合にＭＯＸ粉末の外部への放出を遮断できる。 

評価の結果，外部への放出量は，1.0×10-6TBqであり，100TBqを十

分下回る。放出量評価の算出については添付６に示す。 

また，閉じ込める機能の喪失に至る火災の発生により，グローブボ

ックス内に飛散，工程室に漏えいしたＭＯＸ粉末は，感知・消火設備

の機能喪失等を確認した後，速やかにグローブボックス排風機入口手

動ダンパ及び工程室排風機入口手動ダンパを閉止することにより，可

能な限り外部に放出されないよう措置することから，実行可能な限り

低い。 

なお，火災規模（発熱速度，燃焼継続時間）により変動するが，工

程室に漏えいしたＭＯＸ粉末のうち約 99%～約 54%が，工程室に留ま

る。 

 

（２）不確かさの影響評価 

１）事象，事故の条件及び機器の条件の不確かさの影響 

①事故の発生要因の違い 

重大事故の発生を仮定する際の条件における内的事象で発生する

閉じ込める機能の喪失に至る火災は，1 基のグローブボックスで単

独で発生するため，対処が必要な対象が限定される。 

代表事例においては，露出した状態でＭＯＸ粉末を取り扱い，火

災源となる潤滑油を保有しているグローブボックス８基で同時に閉

じ込める機能の喪失に至る火災が発生する場合の対策の成立性を確
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認していることから，評価結果は変わらない。 

内的事象で発生する「長時間の全交流電源喪失」による感知・消

火の機能喪失の場合，初動対応での状況確認等の作業において，外

的事象の「地震」と比較して早い段階で拡大防止対策等に着手でき

るため，対処の時間余裕が大きくなることから，早期に対処を完了

することによる放出量の下振れが見込まれる。 

内的事象で発生する「動的機器の多重故障等」の場合,共通要因で

故障等が発生しない設計基準対象施設の使用が可能であり，中央監

視室での遠隔操作で操作を行うため，外的事象の「地震」と比較し

て早い段階で拡大防止対策等に着手，完了できるため，対処の時間

余裕が大きくなることから，早期に対処を完了することによる放出

量の下振れが見込まれる。 

 

②火災の規模，火災による影響を受けるＭＯＸ粉末 

「３．７．１ 事故の特徴」で示したようにグローブボックス内

で発生する潤滑油による火災については，潤滑油を収納する箇所に

設置しているオイルパン上での燃焼面積による火災の燃焼時間の不

確かさがあり，燃焼面積が放出量評価の条件とした条件よりも小さ

い場合は，放出量の下振れが見込まれる。 

火災の影響により気相部に移行するＭＯＸ粉末の量は，容器中に

収納されるＭＯＸ粉末全量としているが，火災源と容器の位置関係

から容器に収納されたＭＯＸ粉末全量が火災の影響を受けない場合

は，外部への放出量において１～２桁程度の下振れが見込まれる。 

 

③外部への放出経路の違い 

外部へ放出される放出量は，放出する経路において不確かさがあ

る。グローブボックスから工程室に漏えいする経路のひとつとして

いるグローブボックスパネルの隙間等からの漏えいについては，パ

ネルの隙間等が発生しない場合，パネルの隙間等から工程室への漏

えいは発生せず，外部への放出量において 50％程度の下振れが見込

まれる。 

地震等の影響により，パネルの隙間等から工程室への漏えいが支

配的になった場合は，外部への放出量において２桁程度の上振れが

見込まれる。 

グローブボックス給気系のダクトの損傷等による工程室への漏え

いが発生しない場合，グローブボックス排気系とパネル隙間等から

の工程室への漏えいが外部への放出経路になり，グローブボックス

給気系におけるフィルタによる除染係数が期待できないため，外部

への放出量において１．５倍程度の上振れが見込まれる。 

グローブボックス排気設備のみに移行した場合には，高性能エア
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フィルタが４段あり，外部への放出量において下振れが見込まれる。 

工程室から工程室排気設備への移行において，隣接する工程室に

給気系等を経由して移行した場合には，外部への放出の観点では時

間遅れが生じることによる放出量の下振れが見込まれる。 

 

２）操作の条件の不確かさの影響 

外的事象「地震」により重大事故が発生した場合においても，中

央監視室の安全系監視制御盤等による操作が可能な場合は，ダンパ

閉止操作等に対して，中央監視室での遠隔操作が可能であるため，

対処に要する時間が短縮される。 

ダンパ閉止による外部への放出経路の遮断に係る操作については，

地上 1 階の中央監視室から地下 1 階の排風機室に移動して作業を行

うことから，アクセスルート上の環境条件によっては，操作完了ま

での時間が上述の対処完了時間以上に必要となる場合が考えられる

が，火災の継続時間に対する不確かさを踏まえると，火災継続中に

外部への放出経路を遮断する対策を実施することが可能であり，対

策が有効であることに変わりはない。 

 

（３）重大事故等の同時発生又は連鎖 

１）重大事故等の同時発生 

本重大事故は，露出した状態でＭＯＸ粉末を取り扱い，火災源と

なる潤滑油を保有しているグローブボックス８基で同時に火災が発

生するものとして評価した。 

 

２）重大事故等の連鎖 

本重大事故の事象進展，事故規模の分析により明らかとなった通

常運転時からの状態の変化等は，火災によるグローブボックス内の

温度上昇，グローブボックス内の体積膨張及びそれによるグローブ

ボックスから工程室へのＭＯＸ粉末の漏えい，グローブボックス内

の火災の影響による工程室内の体積膨張がある。 

これによって臨界に係る安全上重要な施設の安全機能の喪失やＭ

ＯＸの集積等が発生することはないことから，臨界事故は生じない。 

 

（４）必要な要員 

本重大事故における拡大防止対策に必要な要員は，安全系監視制

御盤で感知・消火設備の機能喪失等の確認を受けて，通信連絡設備

等のその他の重大事故等対策を含め必要な対策を並行して実施する

こととしており，外的事象の「地震」を要因とした場合，合計で 26

名（ＭＯＸ燃料加工施設：21 人，再処理施設：５人）である。 

また，内的事象を要因とした場合でも，作業環境が外的事象の「地
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震」で想定される環境条件よりも悪化することが想定されず，対処

内容に違いがないことから，必要な要員は外的事象「地震」の場合

の必要な人数以下である。 

 

３．10 重大事故が同時に又は連鎖して発生した場合の対処 

「２．重大事故の発生を仮定する機器の特定」において示したと

おり，重大事故として特定したのは火災による閉じ込める機能の喪

失のみであり，異種の重大事故の同時発生は生じない。また，同種

の重大事故の同時発生については「３．９ 有効性評価の結果」に

整理した。 

連鎖して発生する重大事故等の整理についても，重大事故とし

て特定したのは火災による閉じ込める機能の喪失のみであり，

「３．９ 有効性評価の結果」に整理したとおり，火災による閉

じ込める機能の喪失を起因として連鎖して発生する重大事故等は

ない。 

 

以 上 



添付１ 

火災によるＭＯＸ粉末の移行等の現象について 

１．火災の規模 

 潤滑油による火災の規模は，潤滑油を収納する箇所に設置している

オイルパン上での燃焼面積に依存する。（オイルパンは、潤滑油を内

包する箇所の底面に全体を覆うように設置）

 以下に示す，火災試験の状況及び重大事故が発生する状況を踏まえ，

燃焼面積 50％での火災が重大事故での火災の規模と考える。

 着火時点から時間の経過とともに火災の燃焼面積が大きくなる

が，火災試験では潤滑油に直接着火しなかったため，スポンジを

着火源としてオイルパン内に入れて着火し，着火後に徐々にス

ポンジが燃焼し，面積が半分程度の状態で火災が継続していた。 

 機器内に収納されている潤滑油が地震等によりオイルパンにど

の程度漏えいするかによって火災の規模が変わり，最初に漏え

いした潤滑油に着火し，その後漏えいする潤滑油が増加すると

いう状況が考えられる。

 火災試験において，着火した後 5分程度をかけて燃焼面積が広がり，

それに応じて温度も上昇していく状況が確認されていることを踏

まえると，火災源のうち最も長い燃焼時間のもので 20 分以上火災

が継続するものと考える。

可燃物（スポンジ）にブロアオイルを浸み
込ませてガスバーナで炙った後の様子（引
火から約８分後）

着火後5分程度で温度が上昇
⇒着火点から徐々に燃焼面積が広
がっていく状況

燃焼面積が広がった後は温度上昇
は平衡した状態が継続
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２．火災の影響による気相へのＭＯＸ粉末の移行 

（１）文献による火災時のプルトニウム粉末の気相中への移行率

文献（１）では，火災時のプルトニウム粉末の気相への移行量を調べる

ために，加熱状態で上昇気流がある状態を模擬した実験を行っている。

実験の結果，最も気相中への移行率が高いのは，風速 100cm/sでシュウ

酸プルトニウムを 700℃で１時間加熱した場合であり，フィルタ及びラ

イナーへの付着量の合計は約１％/hr という結果である。実験の概要及

び実験の結果によるシュウ酸プルトニウムの移行率を下図に示す。

実験の結果，空気の流れが速い方が気相中への移行率が高く，温度に

対する依存性は見られないという結果が得られている。 

【文献による実験の概要図】 

【シュウ酸プルトニウムの移行率】 

(1) J.MISHIMA ， L.C.SHEWENDIMAN ， C.A.RADASCH.PLUTONIUM RELEASE STUDIES Ⅲ. RELEASE FROM 

HEATED PLUTONIUM BEARING POWDERS,BATTELLE MEMORIAL INSTITUTE PACIFIC NORTHWEST 

LAVOLATORY，1968，BNWL-786.
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（２）文献による火災時の熱気流上昇速度

火災時の熱気流上昇速度について，文献（２）では，熱源が面源であ

る場合 Z/γ0＜2.5（Z：熱源からの高さ，γ0：熱源の円相当半径）の

領域での熱気流上昇速度は次式で表すことができるとされている。 

W＝1.696(
ｇＱ

𝜌0Ｃ
0
Ｔ

0

)

1/3

𝛾0
−1/3

Ｗ：中心軸の上昇速度 

Ｔ0：上昇熱気外の空気の絶対温度 

Ｑ：熱源から単位時間に与えられる熱量 

C0：熱気流の定圧比熱 

ρ0：熱気流の密度 

ｇ：重力加速度 

上記の式にＭＯＸ燃料加工施設のグローブボックス内火災で想定

される条件として，保有する潤滑油が最も多い造粒装置グローブボッ

クスにおいて，オイルパンの半分の面積で燃焼している状態の熱気流

上昇速度を算出すると，約 6m/sec という結果が得られる。

計算に用いたパラメータを下表に示す。 

【熱気流上昇速度算出に用いたパラメータ】 

γ0 0.48［ｍ］ （0.72m2 から算出） 

Ｔ0 293［Ｋ］ 

Ｑ 53537［cal/s］ 

C0 240［cal/kg℃］ @773K 

ρ0 0.456［kg/m3］ @773K 

ｇ 9.8［m/s2］ 

 

（３）重大事故で想定する火災によるＭＯＸ粉末の移行率

グローブボックス内における火災を想定した場合，火災源と粉末容

器の位置関係から，粉末容器が直接火炎に曝されることは想定されな

いため，（２）で算出した熱気流上昇速度 6m/s での影響は受けない。 

粉末容器には開口部があるため，グローブボックス内の気流の乱れ

(２) 長谷川 浩治，小島 正臣，松橋 哲. 煙およびガスの流動拡散性情に関する研究. 消防科学研究所報 11 号, 1974, p.

29-38.
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による影響により，粉末容器内の粉末が気相中に移行することが想定

されるが，粉末容器が火災源から離れていること及び粉末容器は開口

部が限定されており，気流の影響を受けにくいことから，粉末容器内

の粉末が影響を受ける気流としては，（２）で算出した熱気流上昇速度

約 6m/s を下回ることが想定されるため，（１）に記載の文献における

実験条件である 1m/sにおける火災時の粉末の移行率（１％/h）を適用

することとする。火災時のグローブボックス内の状態の概要を下図に

示す。 

また，気流の影響を受けるのは粉末容器内の粉末全量ではなく，粉

末容器内表面部分となった場合は，ＭＯＸ粉末の移行量は下振れする

ものと考えられる。 

【火災時のグローブボックス内の状態の概要図】 

（４）気相中に飛散したＭＯＸ粉末の移行経路

 グローブボックス内での火災の影響により１％/ｈで気相中に飛散

したＭＯＸ粉末が，火災によるグローブボックス内雰囲気の体積膨

張により当該グローブボックスに繋がる経路に移行する。

 想定される経路としては，グローブボックス排気系，グローブボッ

クス給気系や火災の影響によるパネルの隙間等がある。グローブボ

ックス給気系や火災の影響によるパネルの隙間等から移行したＭ

ＯＸ粉末は工程室に漏えいする。

１）グローブボックスから工程室へのＭＯＸ粉末の漏えい発生ケース

 外的事象(地震)発生時は，全交流電源喪失の発生が想定され，窒

素循環設備の窒素循環ファンが停止する。

 窒素循環ファンの停止のみでは，窒素循環設備が閉ループであ

開口部 

中空構造 

粉末容器の形状 

6m/s 
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ることから，グローブボックスから工程室への漏えい経路がで

きることはなく，窒素循環設備の経路中でのダクトの破損等が

発生することで，グローブボックスから工程室への漏えいの可

能性のある箇所が生じる。 

 外的事象(地震)を考慮した場合に，窒素循環設備の経路中から

工程室へ漏えいする箇所としては以下が想定される。

① ピストンダンパ近傍の手動ダンパが開放されている場合

⇒当該手動ダンパは，グローブボックスのメンテナンス等，意図

的に窒素循環型グローブボックスを空気雰囲気化する際に開

放するものであり，通常運転時は閉止状態である。仮に当該

手動ダンパの開放が維持された状態であれば空気流入箇所と

なり得る。外的事象が，ダンパを開とする要因とはならない。

② グローブボックス給気フィルタ上流側における基準地震動の

1.2 倍の地震力を考慮した設計としていないダクトが損傷(破

断)した場合

③ グローブボックス排気ダクト合流部における基準地震動の 1.2

倍の地震力を考慮した設計としていないダクトが損傷(破断)し

た場合

④ 窒素循環ダクト分岐部における基準地震動の 1.2 倍の地震力を

考慮した設計としていないダクトが損傷(破断)した場合

⑤ グローブボックスのパネルに隙間が生じている場合

【外的事象(地震)時に想定される工程室への漏えい経路】 

 なお，内的事象発生時は，窒素循環設備のダクト等の経路は健全

であることから，窒素循環型グローブボックスへの空気流入箇

所として想定されるのは，ピストンダンパ近傍の手動ダンパ
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(①)が開放状態となっている場合のみである。

２）グローブボックスから工程室への移行経路ごとの放出量への寄与

 重大事故の発生を仮定するグローブボックス内で火災が発生し

た場合に，１）で示したグローブボックスから工程室へのＭＯＸ

粉末が漏えいする経路が，工程室への漏えいパスとして想定さ

れる。

 １）で示した③及び④のダクト損傷(破断)の場合は，グローブボ

ックス排気フィルタ２段を介した後の経路であるため，当該部

から工程室に移行した場合は，その後工程室排気系のフィルタ

２段を介して外部へ放出されるため，合計４段のフィルタを経

由する。

 ①及び②の場合は，グローブボックス給気フィルタ１段を介し

て工程室へ移行し，その後工程室排気系のフィルタ２段を介し

て外部へ放出されるため，合計３段のフィルタを経由する。

 ⑤の場合は，グローブボックスから直接工程室へ移行するため，

その後工程室排気系のフィルタ２段を介して外部へ放出される。 

 上記より，外部への影響の観点では，⑤＞①＝②＞③＝④とな

り，最も厳しい経路は⑤であるが，これは工程室への漏えい経路

として別に考慮していることから，①が最も厳しい経路となる。 

 なお，仮にダクト損傷がなく，ピストンダンパ近傍の手動ダンパ

が閉止している場合は，グローブボックス給気系からの工程室

への移行経路はなくなり，グローブボックス内の気相中に飛散

したＭＯＸ粉末はグローブボックス排気系から外部へ放出又は

グローブボックスのパネル隙間から工程室へ移行した後に外部

へ放出するパターンのいずれかが考えられるが，両経路の圧力

損失を踏まえると，グローブボックス排気系へと移行する割合

が支配的となる。

 想定される経路を①とした場合は，経路上の圧力損失を考慮すると，

グローブボックス給気系（74％），グローブボックス排気系（25％），

パネルの隙間等（1％）の移行割合になる。

 なお，グローブボックスの給気系への移行経路は，基準地震動の 1.2

倍の地震力によるダクトの損傷等が生じることが条件となること

から，万一これが発生しない場合は，グローブボックスからの移行

経路は，グローブボックス排気系とグローブボックスの隙間等への

移行のみとなり，その移行割合は，圧力損失の関係からグローブボ
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ックス排気系 97％、グローブボックスの隙間等 3％となる。 

 また，パネルの隙間等については，パネルの缶体への固定方法を考

えると，設計上のインリーク量に相当する隙間の 100倍もの隙間が

発生することは構造上想定しがたいため，火災の影響等を考慮した

場合でも，設計上のインリーク相当の隙間（移行無し）かその 10倍

程度（全体の１％の移行）の範囲になると考える。

 グローブボックス給気系に移行したＭＯＸ粉末は，フィルタ１段を

経由して工程室に漏えいし，パネルの隙間等からはそのままの量が

工程室に漏えいする。工程室へ移行した後の経路については（３）

に示す。

 グローブボックス排気系に移行したＭＯＸ粉末は，フィルタ４段を

経由して外部に放出される。
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（３）工程室に漏えいしたＭＯＸ粉末の移行経路

 工程室に漏えいしたＭＯＸ粉末は，グローブボックス内の火災の影

響により工程室雰囲気が体積膨張することにより当該工程室外に

移行する。工程室外へのＭＯＸ粉末の移行は，逆止ダンパを設置す

る等により，工程室排気系が主たる経路となり，フィルタ２段を経

由して，外部に放出される。

 火災が発生しているグローブボックスが設置されている工程室に

繋がっている他の工程室に工程室給気系のダクトを経由して移行

することも考えられるが，他の工程室がバッファの役割になり，外

部への放出に対する時間遅れに繋がる。

 

 

（４）工程室から外部へ放出されるＭＯＸ粉末の挙動

 グローブボックス内での火災の影響により容器内のＭＯＸ粉末が

１％/ｈでグローブボックスの気相に移行し，気相に移行したＭＯ

Ｘ粉末が，同じく１％/ｈで給気系のフィルタやパネル隙間等を経

由して，グローブボックス内の火災の継続時間に応じて，工程室に

漏えいする。工程室に漏えいしたＭＯＸ粉末は，工程室雰囲気と混

合し，工程室内が均一のＭＯＸ粉末濃度に達する。

以 上 

グローブボックス排気設備

工程室排気設備

工程室（地下３階）

↓
給気

建屋排気設備
窒素循環設備（地下１階）

地下２階より

地下２階へ
地下２階等へ

↓
給気

↑
排気

↑
排気

地下２階より

地下２階
より

工程室
（地下３階）

：手動ダンパ

：逆止ダンパ

：高性能エアフィルタ

：ピストンダンパ

：カウンタバランスダンパ

：自動ダンパ
（フェイルクローズ）

【凡例】

：基準地震動の１．２倍の地震力を考慮し，機能（経路維持の静的機能）を維持する範囲
（地下３階工程室を境界としてグローブボックス排気系及び工程室排気系の高性能エアフィルタを
介した経路以外からの放出を防止する範囲）

：地下３階工程室境界

：放出経路

経路外放出
を防止

経路外放出
を防止

経路外放出
を防止

経路外放出
を防止

経路外放出
を防止

給気設備（地上2階）

給気系を経由して隣接の工程
室に移行する加工性はあるが，
バッファになるので，外部へ
の放出という観点では時間遅
れに繋がる
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図１ 平常運転時の監視から対策開始までの基本的な流れ 

添付２ 

【中央監視室】 

○パラメータが範囲内で

あることを確認 

・温度

・機器の起動状態

・受電状態

・放射線状況

等 

【現場】 

○巡視点検にて、パラメ

ータが範囲内であること

を確認 

・温度

・圧力

・機器の起動状態

・受電状態

平常運転時の監視 

拡大防止対策の準備・実施判断 

【中央監視室】 

・火災状況確認用温度計による火災の確認 

【拡大防止対策の実施判断基準】 

・対象グローブボックス※の温度指示値が

60℃以上 

重大事故等対処 

（拡大防止対策） 

回復操作 

【中央監視室/現場】 

○警報対応手順書に従

い対応を実施 

・パラメータを適切な

範囲内へ復旧 

・予備機等への切替え

等 

【中央監視室/現場】 

・機器の起動状態の

確認 

・設備の健全性確認

全

工

程

停

止 

運転手順書 

巡視・点検細則等 警報対応手順書，異常・非常時対策要領 等 重大事故等発生時対応手順書 

故障の判断 

【中央監視室/現場】 

・パラメータの変動

・警報の発報

・監視機能喪失（電源，

感知及び消火に関する

監視機能喪失を除く。） 

異常の検知（火災以外） 

・回復操作不可

・回復操作失敗

【中央監視室】 

・火災警報発報

・現場確認

（発生箇所） 

①対象グローブボッ

クス※

②それ以外の箇所

全

工

程

停

止 

異常の検知（感知・消火の機能喪失） 重大事故等対処 

（発生防止対策） 

拡大防止対策① 

【中央監視室/現場】 

・ダンパ閉

拡大防止対策② 
対処（消火） 

【中央監視室】 

・遠隔消火

【現場】 

・消火

①対象グローブボックス※

→固定式消火（自動）

【設計基準事故】 

②それ以外の箇所

→固定式消火又は消火器

【中央監視室】 

【重大事故等対処の着手判断】 

・グローブボックス温度監視装置の多重故障

・グローブボックス消火装置の多重故障

・グローブボックス排風機の多重故障

・全交流電源の喪失

異常の検知（火災） 

【中央監視室】 

・全送排風機停止

・全工程停止

・火災源を有する機器の動力電源の遮断

※露出した状態でＭＯＸ粉末を取り扱い，火災源

となる潤滑油を保有するグローブボックス 

（対象８基） 

図２⇒ 

図２⇒ 

図２ 

⇒

図２⇒ 
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震度情報の入手 

震度計測装置に震度１以上表示または青森県内における地震の情報を受信 

青森県内震度３で以下に該当 

岩手県・秋田県の北部震度５弱以上 

六ヶ所村尾駮震度 

２以下（１未満含

む） 

３ 

B C 

青森県内最大震度 
六ヶ所村尾駮震度 

１未満 １，２ ３ ４以上 

１，２ A A － － 

３ A B C － 

４以上 B B C C 

地震発生時 A ： 点検等の対応は不要 

地震発生時 B ： 中央監視室における警報等の確認 

地震発生時 C ： 中央監視室における警報等の確認および現場における点検

中央監視室での警報等確認 

a) 制御室における警報等の確認

・安全系監視制御盤

・監視制御盤

・放射線監視盤

・環境監視盤

b) 監視制御盤による運転状態の確認

現場点検 

a) 機器・配管等からの異音，振動，異臭等

b) 機器・配管等の変形，損傷，破損等

c) ガス，水，蒸気等の漏えい

d) 放管設備の変形，損傷，破損等

e) 建物等の損傷，ひび割れ，扉の変形等

外部電源喪失 

非常用発電機起動 

重大事故等対処の着手判断 

重大事故等体制移行 

有 

失敗 

成功 

無 

地震の発生 

以降，図１ 

「重大事故対処（発生防止対策） 

「拡大防止対策の準備・実施判断」 

「重大事故等対処（拡大防止対策①）」へ 

以降、図１「故障の判断」へ 

図２ 地震発生における対策開始までの流れ 

添付２ 

安全系監視制御盤の状態確認 

安全系監視制御盤の機能

喪失，感知・消火の機能

喪失 
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【実施判断】 

常設火災状況

確認用温度計

により火災の

発生を確認 

火災の消火 

・全送排風機停止

・全工程停止

・動力電源遮断

重大事故等対処時の初動対応フロー（外的事象発生時） 

添付３ 

火災の消火 火災の消火 

・全工程停止

・動力電源遮断 

※：グローブボックス排

風機の故障の場合は送排

風機の停止を確認する。 

【実施判断】 

常設火災状況

確認用温度計

により火災の

発生を確認 

ダンパ閉 

（現場） 

安全系監視制御盤／監視制御盤の状態確認 

（①安全系監視制御盤，②GB火災安全系警報盤，③ガス消火装置監視制御盤）

ダンパ閉 

・全送排風

機停止（※） 

・ダンパ閉

【着手判断】 

①グローブボックス排風機

の多重故障⇒消火機能喪失 

【着手判断】 

②グローブボックス温度監視装

置の多重故障⇒感知機能喪失 

【着手判断】 

①グローブボックス排風機の電

源喪失⇒消火機能喪失 

②グローブボックス温度監視装

置の電源喪失⇒消火機能喪失 

③グローブボックス消火装置の

電源喪失⇒消火機能喪失 

②故障警報発報①母線電圧低発報

①監視機能喪失

③故障警報発報

（全交流電源喪失） 

【着手判断】 

③グローブボックス消火装置

の多重故障⇒消火機能喪失 

【実施判断】 

②グローブボックス温度監視

装置の火災警報⇒火災の発生 

①故障警報発報

【実施判断】 

常設火災状況

確認用温度計

により火災の

発生を確認 

火災の消火 

・全送排風機停止

・全工程停止

・動力電源遮断

ダンパ閉 

発生防止対策として実施 

拡大防止対策として実施 

地震発生 

2
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【実施判断】 

常設火災状況

確認用温度計

により火災の

発生を確認 

火災の消火 

・全送排風機停止

・全工程停止

・動力電源遮断

重大事故等対処時の初動対応フロー（内的事象発生時） 

添付３ 

火災の消火 火災の消火 

・全工程停止

・動力電源遮断 

※：グローブボックス排

風機の故障の場合は送排

風機の停止を確認する。 

【実施判断】 

常設火災状況

確認用温度計

により火災の

発生を確認 

ダンパ閉 

（現場） 

安全系監視制御盤／監視制御盤の状態確認 

（①安全系監視制御盤，②GB火災安全系警報盤，③ガス消火装置監視制御盤）

ダンパ閉 

・全送排風

機停止（※） 

・ダンパ閉

【着手判断】 

①グローブボックス排風機

の多重故障⇒消火機能喪失 

【着手判断】 

②グローブボックス温度監視装

置の多重故障⇒感知機能喪失 

【着手判断】 

①グローブボックス排風機の電

源喪失⇒消火機能喪失 

②グローブボックス温度監視装

置の電源喪失⇒消火機能喪失 

③グローブボックス消火装置の

電源喪失⇒消火機能喪失 

②故障警報発報①母線電圧低発報

①監視機能喪失

③故障警報発報

（全交流電源喪失） 

【着手判断】 

③グローブボックス消火装置

の多重故障⇒消火機能喪失 

【実施判断】 

②グローブボックス温度監視

装置の火災警報⇒火災の発生 

①故障警報発報

【実施判断】 

常設火災状況

確認用温度計

により火災の

発生を確認 

火災の消火 

・全送排風機停止

・全工程停止

・動力電源遮断

ダンパ閉 

発生防止対策として実施 

拡大防止対策として実施 
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1 － 体制移行

3 －

1 －

1 －

1 －

－ 1 －

2 0:10

閉じ込める機能の回復

核燃料物質の回収

17

18

可搬型ダストサンプラの運搬,設置,起動,測定
可搬型排風機付フィルタユニット及び可搬型フィ
ルタユニットの運搬,設置,起動

－ －

2 0:35

7
可搬型衛星電話及び可搬型トランシーバの設置
（アンテナ類の組み立て・調整）（燃料加工建
屋）

ＭＯＸ燃料加工施設
対策班５班

2 0:44

－ 放射線対応班長（再処理）

通信

16 風向・風速測定
ＭＯＸ燃料加工施設

放射線対応班

伝令 6 体制移行の伝令（PA建屋⇔AG建屋）
ＭＯＸ燃料加工施設

対策班５班

放射線管理

14 管理区域への入退状況の確認
ＭＯＸ燃料加工施設

対策班８班
2

4

3
全工程の停止，火災源を有する機器の動力電源の
遮断（中央監視室）

－ －

0:10

火災の消火 5
遠隔消火装置の遠隔手動起動（1F 中央監視室近
傍）

ＭＯＸ燃料加工施設
対策班３班

2 0:05

－
全交流電源喪
失のため対処
なし

2 0:05

発生防止

2 全送排風機の停止（中央監視室） － － －
全交流電源喪
失のため対処
なし

ＭＯＸ燃料加工施設
対策班１班

火災状況確認 1
可搬型グローブボックス温度表示端末の運搬，接
続及び確認（1F 中央監視室）

8
可搬型衛星電話及び可搬型トランシーバの設置
（アンテナ類の組み立て・調整）（制御建屋）

ＭＯＸ燃料加工施設
対策班３班

－ －

実施責任者（再処理）

情報管理班（再処理）

ＭＯＸ燃料加工施設対策班長

ＭＯＸ燃料加工施設現場管理者

ＭＯＸ燃料加工施設情報管理班長

拡大防止

核燃料物質の
閉じ込め

4
グローブボックス排風機入口手動ダンパ及び工程
室排風機入口手動ダンパの現場手動閉止（B1F 排
風機室）

ＭＯＸ燃料加工施設
対策班２,４班

添付４
重大事故対処におけるタイムチャート（１／３）

【外的事象を起因とした場合】

対策 作業番号 作業 作業班 要員数
所要時間
（時：分）

経過時間（時：分）

備　考

－

ウエス等の資機材の確認,準備,回収 － － －

15
建屋周辺モニタリング
(線量率の測定，放射性物質の捕集・測定，建屋開
口部の表面密度の測定）

ＭＯＸ燃料加工施設
放射線対応班

2 0:50

ＭＯＸ燃料加工施設
対策班６班

2 0:30

0:40

2 1:02

伝送

9
可搬型収集装置の運搬，設置（屋外保管庫→１F・
屋外）

ＭＯＸ燃料加工施設
対策班２班

2 0:30

10
可搬型収集装置及び可搬型表示装置の運搬，設置
（屋外保管庫→AG建屋）

ＭＯＸ燃料加工施設
対策班４班

2 0:30

給油 13 重大事故等対処設備への給油
ＭＯＸ燃料加工施設

対策班８班
2 －

電源

11
可搬型発電機，可搬型分電盤及び可搬型電源ケー
ブルの運搬,設置及び敷設

ＭＯＸ燃料加工施設
対策班６,７班

4 1:00

12 可搬型発電機の起動

▽事象発生（地震発生・全交流電源喪失・火災発生）

↓地震による不感時間

▽火災確認
0:10 0:20 0:30 0:40 0:50 1:00 1:10 1:20 1:30 1:40 2:40 2:50 3:00

１班

２,４班

３班

ＭＯＸ放射線対応班

ＭＯＸ放射線対応班

５班

３班

５班

８班

閉じ込める機能の回復及び核燃料物質の回収は，火災の消火及び核燃料物質の閉じ込めが完了した後に，工程室内にグ

ローブボックスから漏えいしたＭＯＸ粉末が沈降し，工程室内雰囲気が安定した状態であることが確認した場合に，状況

に応じた体制を構築し実施する。なお，火災の消火及び核燃料物質の閉じ込めが完了した後に実施し，事象進展を伴うも

のではないため，作業時間に制限はない。

２班

４班

６,７班

６班

８班
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1 －

3 －

1 －

1 －

1 －

－ 1 －

継続監視

通信 8 所内通信連絡設備※の確認 － － －

※：設計基準の範囲内において使用している設備を使用する。

0:01

火災の消火 5 遠隔消火装置の遠隔手動起動（1F 中央監視室）
ＭＯＸ燃料加工施設

対策班３班
2 0:01

拡大防止

放射性物質の
閉じ込め

4
グローブボックス排気閉止ダンパ及び工程室排気
閉止ダンパの遠隔手動閉止（1F　中央監視室）

ＭＯＸ燃料加工施設
対策班２班

2

－ 放射線対応班長（再処理）

7 排気モニタリング設備※による監視（中央監視室,
再処理施設の中央制御室及び緊急時対策所）

実施責任者,放射線対応班
長,ＭＯＸ燃料加工施設現場

管理者
3

6 管理区域への入退状況の確認
ＭＯＸ燃料加工施設

対策班８班
2

発生防止

2 全送排風機の停止（中央監視室）
ＭＯＸ燃料加工施設

対策班２班
2 0:03

3
全工程の停止，火災源を有する機器の動力電源の
遮断（中央監視室）

火災状況確認 1
安全系監視制御盤の状況及び火災状況確認用温度
表示装置の確認（1F 中央監視室）

ＭＯＸ燃料加工施設
対策班１班

2 0:03

ＭＯＸ燃料加工施設
対策班３班

2 0:03

経過時間（時：分）

備　考

－ —

実施責任者（再処理）

情報管理班（再処理）

ＭＯＸ燃料加工施設対策班長

ＭＯＸ燃料加工施設現場管理者

ＭＯＸ燃料加工施設情報管理班長

対策 作業番号 作業 作業班 要員数
所要時間
（時：分）

重大事故対処におけるタイムチャート（２／３）
【内的事象を起因とした場合（全交流電源喪失以外）】

添付４

0:40

放射線管理

－

２班

１班

３班

▽火災確認
0:10 0:20 0:30 0:40 0:50 1:00 1:10 1:20 1:30 1:40 2:40 2:50 3:00

２班

３班

実施責任者,放射線対応班長,ＭＯＸ燃料加工施設情報管理班長

８班

▽体制移行

3
0



1 － 体制移行

3 －

1 －

1 －

1 －

－ 1 －

7
可搬型衛星電話及び可搬型トランシーバの設置
（アンテナ類の組み立て・調整）（燃料加工建
屋）

ＭＯＸ燃料加工施設
対策班５班

2 0:44

8
可搬型衛星電話及び可搬型トランシーバの設置
（アンテナ類の組み立て・調整）（制御建屋）

ＭＯＸ燃料加工施設
対策班３班

2 1:02

12 可搬型発電機の起動
ＭＯＸ燃料加工施設

対策班６班
2

－ 放射線対応班長（再処理）

16 風向・風速測定
ＭＯＸ燃料加工施設

放射線対応班
2 0:10

15
建屋周辺モニタリング
(線量率の測定，放射性物質の捕集・測定，建屋開
口部の表面密度の測定）

ＭＯＸ燃料加工施設
放射線対応班

2 0:50

0:30

給油 13 重大事故等対処設備への給油
ＭＯＸ燃料加工施設

対策班８班
2 －

通信

火災状況確認 1
安全系監視制御盤の状況及び火災状況確認用温度
表示装置の確認（1F 中央監視室）

ＭＯＸ燃料加工施設
対策班１班

2 0:03

0:08

火災の消火 5
遠隔消火装置の遠隔手動起動（1F 中央監視室近
傍）

ＭＯＸ燃料加工施設
対策班３班

2 0:05

－ － －

－ —

実施責任者（再処理）

情報管理班（再処理）

ＭＯＸ燃料加工施設対策班長

ＭＯＸ燃料加工施設現場管理者

ＭＯＸ燃料加工施設情報管理班長

全交流電源喪
失のため対処
なし

拡大防止

放射性物質の
閉じ込め

4
グローブボックス排風機入口手動ダンパ及び工程
室排風機入口手動ダンパの現場手動閉止（B1F 排
風機室）

ＭＯＸ燃料加工施設
対策班２,４班

4

発生防止

2 全送排風機の停止（中央監視室） － － －
全交流電源喪
失のため対処
なし

3
全工程の停止，火災源を有する機器の動力電源の
遮断（中央監視室）

添付４
重大事故対処におけるタイムチャート（３／３）

【内的事象を起因とした場合（全交流電源喪失）】

対策 作業番号 作業 作業班 要員数
所要時間
（時：分）

経過時間（時：分）

備　考

放射線管理

14 管理区域への入退状況の確認
ＭＯＸ燃料加工施設

対策班８班
2 0:40

電源

11
可搬型発電機，可搬型分電盤及び可搬型電源ケー
ブルの運搬,設置及び敷設

ＭＯＸ燃料加工施設
対策班６,７班

4 1:00

伝送

9
可搬型収集装置の運搬，設置（屋外保管庫→１F・
屋外）

ＭＯＸ燃料加工施設
対策班２班

2 0:30

10
可搬型収集装置及び可搬型表示装置の運搬，設置
（屋外保管庫→AG建屋）

ＭＯＸ燃料加工施設
対策班４班

2 0:30

伝令 6 体制移行の伝令（PA建屋⇔AG建屋）
ＭＯＸ燃料加工施設

対策班５班
2 0:33

２,４班

１班

３班

▽火災確認
0:10 0:20 0:30 0:40 0:50 1:00 1:10 1:20 1:30 1:40 2:40 2:50 3:00

ＭＯＸ放射線対応班

３班

５班

ＭＯＸ放射線対応班

５班

８班

２班

４班

６,７班

６班

８班

3
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添付５ 

重大事故等対処の概要 

 

 

※外的事象（地震）により，全交流電源喪失等が発生し安全系監視制御盤等が使用できない場合は，図に示す対処を行い，安全系監視制御

盤等が使用可能な場合は，中央監視室での遠隔操作により遠隔消火装置の起動，ダンパ閉を行う。 

図１ 外的事象時の重大事故等対処 

喪失した火災の感知機能を代替する計装設備（火災状
況確認用温度計及び可搬型グローブボックス温度表示
装置）により，重大事故の発生を仮定するグローブボック
ス内の火災発生を確認する。

グローブボックス

工程室

遠隔消火装置

グローブボックス排気設備

工程室排気設備

火災状況確認用
温度計

可搬型グローブボックス
温度表示端末

①－１①－２

工程室排風機
入口手動ダンパ
（開→閉）

グローブボックス
排風機入口手動

ダンパ
（開→閉）

②

①－１ 計装設備による火災の感知

火災発生を確認後，喪失した火災の消火機能を代替す
る設備（遠隔消火装置）を中央監視室近傍からの操作で
起動させることにより，重大事故の発生を仮定するグ
ローブボックス内の火災を消火し，火災影響により核燃
料物質が飛散することを防止する。

①－２ 核燃料物質の飛散防止（火災の消火）

・火災の影響によりグローブボックス内の気相中に飛散
し，グローブボックス排気系を介して核燃料物質が大気
中に放出されることを防止するため，現場（地下１階）に
てダンパを手動閉止する。

・ダンパを閉止するまでの間は，排気系に設置する高性
能エアフィルタにより放射性エアロゾルを低減する。

・グローブボックス接続部等を介してグローブボックスか
ら工程室内へ漏えいした核燃料物質が外部へ漏えいす
ることを防止するため，工程室排気系へも同様の対処
を実施する。

② 核燃料物質の漏えい防止（放出経路の閉止）

②

中央監視室近傍（地上１階）

A

A

中央監視室（地上１階）
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図２ 内的事象時（全交流電源喪失以外）の重大事故等対処 

グローブボックス

工程室

遠隔消火装置

グローブボックス排気設備

工程室排気設備

火災状況確認用
温度計

①－１

①－２

②

中央監視室近傍（地上１階）

A

A

中央監視室（地上１階）

工程室排気
閉止ダンパ
（開→閉）

グローブボックス
排気閉止ダンパ
（開→閉）

グローブボックス
温度監視装置

火災状況確認用
温度表示装置

喪失した火災の感知機能を代替する計装設備（火災状
況確認用温度計及び火災状況確認用温度表示装置）に
より，重大事故の発生を仮定するグローブボックス内の
火災発生を確認する。設計基準対象施設の感知機能の
喪失を要因としない場合は，グローブボックス温度監視
装置にて確認可能である。

①－１ 計装設備による火災の感知

火災発生を確認後，喪失した火災の消火機能を代替す
る設備（遠隔消火装置）を中央監視室からの盤操作で起
動させることにより，重大事故の発生を仮定するグロー
ブボックス内の火災を消火し，火災影響により核燃料物
質が飛散することを防止する。

①－２ 核燃料物質の飛散防止（火災の消火）

・火災の影響によりグローブボックス内の気相中に飛散
し，グローブボックス排気系を介して核燃料物質が大気
中に放出されることを防止するため，中央監視室からの
盤操作にてダンパを遠隔手動閉止する。

・ダンパを閉止するまでの間は，排気系に設置する高性
能エアフィルタにより放射性エアロゾルを低減する。

・グローブボックス接続部等を介してグローブボックスか
ら工程室内へ漏えいした核燃料物質が外部へ漏えいす
ることを防止するため，工程室排気系へも同様の対処
を実施する。

② 核燃料物質の漏えい防止（放出経路の閉止）

3
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図３ 内的事象時（全交流電源喪失）の重大事故等対処 

グローブボックス

工程室

遠隔消火装置

グローブボックス排気設備

工程室排気設備

火災状況確認用
温度計

①－２

中央監視室近傍（地上１階）

A

A

中央監視室（地上１階）

①－１

火災状況確認用
温度表示装置
（充電池付）

喪失した火災の感知機能を代替する計装設備（火災状
況確認用温度計及び火災状況確認用温度表示装置）に
より，重大事故の発生を仮定するグローブボックス内の
火災発生を確認する。

①－１ 計装設備による火災の感知

火災発生を確認後，喪失した火災の消火機能を代替す
る設備（遠隔消火装置）を中央監視室近傍からの操作で
起動させることにより，重大事故の発生を仮定するグ
ローブボックス内の火災を消火し，火災影響により核燃
料物質が飛散することを防止する。

①－２ 核燃料物質の飛散防止（火災の消火）

・火災の影響によりグローブボックス内の気相中に飛散
し，グローブボックス排気系を介して核燃料物質が大気
中に放出されることを防止するため，現場（地下１階）に
てダンパを手動閉止する。

・ダンパを閉止するまでの間は，排気系に設置する高性
能エアフィルタにより放射性エアロゾルを低減する。

・グローブボックス接続部等を介してグローブボックスか
ら工程室内へ漏えいした核燃料物質が外部へ漏えいす
ることを防止するため，工程室排気系へも同様の対処
を実施する。

② 核燃料物質の漏えい防止（放出経路の閉止）

工程室排風機
入口手動ダンパ
（開→閉）

グローブボックス
排風機入口手動

ダンパ
（開→閉）

②

②
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添付６ 

放出量評価の詳細 

１．概要 

 重大事故の発生を仮定するグローブボックス内での火災により，粉末容

器の開口部からグローブボックス内の気相中へ移行したＭＯＸ粉末が，想

定される経路を通じて外部へ放出されることを想定する。 

 想定する火災規模，燃焼継続時間及びこれらの影響を踏まえた体積膨張

等の条件を火災源毎に設定し，外部への放出量を算出する。 

２．火災規模，燃焼継続時間の設定 

 火災規模に関係するパラメータのうち，潤滑油量は設計上の上限値で設

定できるが，オイルパン上での燃焼面積については，時間経過による燃焼

面の広がりや潤滑油の漏えい状況に依存する。 

これらの条件により，火災の継続時間（＝気相への移行が継続する時間），

火災影響による空気の膨張量等が変動する。 

 放出量評価においては，火災試験の状況等を踏まえ，それぞれの火災源

にて燃焼面積 50%での火災が継続することを仮定する。 

表２－１ 発熱速度及び燃焼継続時間の関係 

対象 GB（火災源） 
発熱速度[kW]／燃焼継続時間〔s〕 

燃焼面積 100％ 燃焼面積 50% 燃焼面積 25% 

予備混合装置 GB 332／130 126／260 47／520 

均一化混合装置 GB 163／433 61／866 22／1732 

造粒装置 GB①※１ 631／595 244／1191 92／2382 

造粒装置 GB②※１ 85／115 31／229 10／459 

回収粉末処理・混合装置 GB 332／130 126／260 47／520 

添加剤混合装置 GB A/B※２ 332／130 126／260 47／520 

プレス装置 GB A/B※２ 715／54 277／109 105／217 

※１：造粒装置 GBには火災源が２か所存在する

※２：添加剤混合装置 GBとプレス装置 GBは同一設計の A系/B系がある

３．移行経路及び移行割合の検討 

３．１ グローブボックスからの移行経路 

（１）評価イメージ

グローブボックスから系外へ繋がる経路としては，図中の①～③の経

路を考慮する。防火シャッタの隙間を介して隣接グローブボックスへ経

由するルートもあるが，隣接グローブボックスから先の経路は，最終的
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には①～③の経路と同様となるため，ここでは考慮しない。 

図３－１ グローブボックスからの移行経路のイメージ 

 グローブボックス内で火災が発生した場合，温度上昇に伴い圧力も上

昇するが，各経路の圧力損失を踏まえると，ほとんど圧力上昇がない段

階で各経路への避圧により圧力は平衡する。 

 火災源の熱量が全量グローブボックス内空気に与えられると仮定し，

断熱計算により温度上昇量を求め，これを体積膨張量として与えた場合

に各経路で平衡する際の圧力損失は，最も潤滑油量が多い火災源である

「造粒装置 GB①」の火災では，約 600Pa の圧力上昇が平衡する結果が得

られた。最も潤滑油量が小さい火災源である「造粒装置 GB②」の火災で

は，約 10Paの圧力上昇で平衡する結果が得られた。 

また，これらの圧力平衡に要する時間は，火災の燃焼（体積膨張率）

が一律であると仮定すると，1秒未満であった。 

 グローブボックス内初期圧力が 1 気圧（1.01325×105Pa）と仮定した

場合の圧力トレンド計算値を図３－２に示す。 

図３－２ 圧力トレンド計算値 
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 上記のように，グローブボックス圧力上昇は大気圧に対してわずかで

あり，ごく短時間で平衡する。このため，圧力については初期状態から

変化ないものと仮定し，火災源の熱量をグローブボックス中の空気に与

えた場合の定圧変化として，表３－１のとおり体積膨張率を求めた。 

求めた体積膨張率を開口部に与え，各経路の圧力損失が等しくなる流

速比より，経路別の分配比を算出した。 

表３－１ グローブボックスの体積膨張率 

対象 GB（火災源 体積膨張率〔m3/s〕 

予備混合装置 GB 0.36 

均一化混合装置 GB 0.17 

造粒装置 GB① 0.69 

造粒装置 GB② 0.09 

回収粉末処理・混合装置 GB 0.36 

添加剤混合装置 GB A/B 0.33 

プレス装置 GB A/B 0.78 

（２） 評価条件

ａ．空気密度

グローブボックス内温度上昇を考慮し，200℃における空気密度を使用

した。 

空気密度：0.7455〔㎏/m3〕 

ｂ．グローブボックス排気系の圧力損失 

 経路上の長さ，曲がり，分岐・合流，拡大・縮小，フィルタ（４段）

等を考慮した。なお，概略評価として，最も圧力損失が大きくなる経路

の曲がり等の圧力損失情報を使用した。 

 ダクト径については，排風機側に近づくにつれ合流により太くなる

が，グローブボックスの直近の口径（最も細い箇所）を一律適用した。 

ｃ．グローブボックス給気系の圧力損失 

 経路上の長さ，曲がり，フィルタ（１段）等を考慮した。なお，概略

評価として，代表的なグローブボックスの圧力損失を適用した。 

ｄ．パネル開口の評価 

 グローブボックスの設計上の漏えい率は 0.1vol%/h 以下である。ま

た，上記の漏えい率を確認するための漏えい試験は 500～1000Pa で実施
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する。 

 ここでは，グローブボックスパネル外周に一律隙間があると仮定し，

圧力損失が 1000Pa と等しくなる隙間長さを算出した。 

 最も火災源の発熱量が大きい造粒装置グローブボックスの寸法情報よ

り求めた結果，隙間長さは 8.9×10-6m となった。 

 なお，地震を想定してもグローブボックスパネルが脱落するような損

傷が考えられないが，グローブボックスパネルの歪み等の可能性は否定

できない。 

 このため，放出量評価においては設計上の漏えい率から求められる隙

間長さの 10倍を仮定する。 

（３）評価結果

圧力損失を踏まえた各経路への分配割合は以下の通りとなった。

表３－２ 圧力損失を踏まえた各経路への分配割合 

GB 排気系 GB給気系 パネル隙間 

約 25% 約 74% 約 1% 

３．２ 工程室へ漏えいした後のＭＯＸ粉末の移行経路 

工程室に漏えいしたＭＯＸ粉末の移行イメージを以下に示す。 

図３－３ 工程室からの移行イメージ 

①のように工程室排気系から直接外部へ放出される経路のほか，②や

③のように火災が発生しているグローブボックスが設置されている工程

室に繋がっている他の工程室に工程室給気系又は排気系のダクトを経由

して移行することも考えられるが，他の工程室がバッファの役割にな

り，外部への放出に対する時間遅れに繋がる。

このため，工程室に漏えいしたＭＯＸ粉末については，火災影響によ
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る工程室空気の体積膨張による駆動力で，工程室排気系を通じて外部へ

放出されることを想定する。 

なお，工程室給気系への逆流，工程室排気系を経由する地下３階以外

への拡散については，経路上に逆止ダンパを設置することにより防止す

る設計としている。 

４．火災影響を受けるＭＯＸ粉末量の設定 

 グローブボックス内においては，ＭＯＸ粉末を機器又は粉末容器で取り

扱う。このうち，粉末容器については開口部が存在するため，ここから火

災の上昇気流の影響により，ＭＯＸ粉末が気相中へ移行することを想定す

る。 

 このため，火災影響を受けるＭＯＸ粉末量の設定にあたっては，各グロ

ーブボックスで一度に取り扱う可能性がある粉末容器中のプルトニウム

量の最大値を設定する。 

 なお，グローブボックス内壁及び機器表面には微量のＭＯＸ粉末が付着

しているが，粉末容器では 65㎏～90 ㎏のＭＯＸ粉末を取り扱うため，こ

れに包含されると想定する。 

表４－１ 火災影響を受けるＭＯＸ粉末量 

対象 GB 取扱容器 
最大 Pu富化度 

〔%〕 

最大取扱量 

〔㎏ MOX〕 

予備混合装置 GB J60 33 65 

均一化混合装置 GB J85 18 90 

造粒装置 GB① J85 18 90 

回収粉末処理・混合装置 GB※１ J60/J85 33/18 65/90 

添加剤混合装置 GB A/B※２ J85 18 90 

プレス装置 GB A/B※２ J85 18 90 

※１：J60と J85を同時に取り扱う可能性があるため，放出量評価の際は最大 Pu富化度と最大取扱量の比

より，最大 Pu富化度 24%（最大取扱量 155㎏ MOX）とみなす。 

※２：添加剤混合装置 GBとプレス装置 GBは同一設計の A系/B系がある

５．放出量評価 

 放出量評価については，それぞれの火災源，粉末容器毎に評価を行い，

最後に合算値を求める。 

５．１ グローブボックス排気系経由 

（１）グローブボックス内の気相への移行

 重大事故の発生を仮定するグローブボックスそれぞれで一度に取

り扱う可能性がある粉末容器中のＭＯＸ粉末が，火災の上昇気流の
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影響を受け，グローブボックス中の気相へ移行する。 

 火災の上昇気流による移行率として文献を参考に１％／ｈと設定

する。（詳細は添付１参照）

 気相への移行が継続する時間については，表２－１で示した火災の

継続時間を適用する。（約２分～約 20分）

（２）グローブボックス排気系への移行

 気相へ移行したＭＯＸ粉末は，火災の上昇気流，体積膨張の影響に

よりグローブボックス排気系を経由して外部へ放出される。

 グローブボックス内の各経路の圧力損失を考慮したグローブボッ

クス排気系への移行割合として，25%を想定する。

（３）グローブボックス排気系の除染係数

 グローブボックス排気系を経由する際の除染係数として，ダクト：

DF=10，高性能エアフィルタ４段：DF＝109を設定する。

 経路へ移行したＭＯＸ粉末量に除染係数の逆数を乗じて，外部へ放

出される放射性物質量を求める。

５．２ 工程室排気系経由（グローブボックス給気フィルタ経由） 

（１）グローブボックス内の気相への移行

 ５．１（１）と同様。

（２）グローブボックス給気系への移行

 気相へ移行したＭＯＸ粉末は，火災の上昇気流，体積膨張の影響に

よりグローブボックス給気系を経由して工程室へ放出される。

 グローブボックス内の各経路の圧力損失を考慮したグローブボッ

クス給気系への移行割合として，74%を想定する。

（３）グローブボックス給気系の除染係数

 グローブボックス給気系を経由する際の除染係数として，高性能エ

アフィルタ１段：DF=103を設定する。

（４）工程室排気系への移行

 工程室に漏えいしたＭＯＸ粉末は，火災の上昇気流の影響を直接受

けるわけではない。このため，工程室へのＭＯＸ粉末の漏えい量と

工程室の容積から求めたＭＯＸ粉末濃度の空気が，火災影響による

工程室の温度上昇で膨張した分，工程室排気系を経由して放出され

ることを想定する。

 火災による温度が高い状態で工程室に漏えいした空気は上部に滞

留しやくすく，工程室内で濃度の勾配が生じることが想定される。

放出経路となる工程室排気ダクト口が工程室の下部に設置されて

いることを踏まえ，工程室のＭＯＸ粉末濃度の設定は，濃度勾配を

包含する条件として工程室体積で均一になったと仮定する。この場

合の，各火災源を発生元としたグローブボックス給気フィルタ経由

由来の工程室ＭＯＸ粉末濃度は，約 0.009 ㎎ＭＯＸ/ｍ3～約 0.1 ㎎
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ＭＯＸ/ｍ3である。 

 各火災源の熱量を工程室空気の与えた場合の膨張量は，約 20ｍ3～

約 820ｍ3である。

（５）工程室排気系の除染係数

 グローブボックス排気系を経由する際の除染係数として，ダクト：

DF=10，高性能エアフィルタ２段：DF＝104を設定※する。

 経路へ移行したＭＯＸ粉末量に除染係数の逆数を乗じて，外部へ放

出される放射性物質量を求める。
※：通常，高性能エアフィルタ２段の除染係数を「３・２」で DF=105，３段の除染係数を「３・２・２」

で DF=107と設定している。本経路はグローブボックス給気フィルタの除染係数として DF=103を既に見

込んでいるため，評価においては工程室排気系の高性能エアフィルタ２段の除染係数を DF=104と設定

する。 

５．３ 工程室排気系経由（グローブボックスパネル隙間経由） 

（１）グローブボックス内の気相への移行

 ５．１（１）と同様。

（２）グローブボックスパネル隙間から工程室への移行

 気相へ移行したＭＯＸ粉末は，火災の上昇気流，体積膨張の影響に

よりグローブボックスパネルの隙間を経由して工程室へ放出され

る。

 グローブボックス内の各経路の圧力損失を考慮したグローブボッ

クスパネル隙間から工程室への移行割合として，１％を想定する。 

（３）工程室排気系への移行

 工程室に漏えいしたＭＯＸ粉末は，火災の上昇気流の影響を直接受

けるわけではない。このため，工程室へのＭＯＸ粉末の漏えい量と

工程室の容積から求めたＭＯＸ粉末濃度の空気が，火災影響による

工程室の温度上昇で膨張した分，工程室排気系を経由して放出され

ることを想定する。

 火災による温度が高い状態で工程室に漏えいした空気は上部に滞

留しやくすく，工程室内で濃度の勾配が生じることが想定される。

放出経路となる工程室排気ダクト口が工程室の下部に設置されて

いることを踏まえ，工程室のＭＯＸ粉末濃度の設定は，濃度勾配を

包含する条件として工程室体積で均一になったと仮定する。この場

合の，各火災源を発生元としたグローブボックスパネル隙間経由由

来の工程室ＭＯＸ粉末濃度は，約 0.1 ㎎ＭＯＸ/ｍ3～約２㎎ＭＯＸ

/ｍ3である。

 各火災源の熱量を工程室空気の与えた場合の膨張量は，約 20ｍ3～

約 820ｍ3である。

（４）工程室排気系の除染係数

 グローブボックス排気系を経由する際の除染係数として，ダクト：

DF=10，高性能エアフィルタ２段：DF＝105を設定※する。
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 経路へ移行したＭＯＸ粉末量に除染係数の逆数を乗じて，外部へ放

出される放射性物質量を求める。

５．４ 外部への放出量 

 ５．１～５．３の経路毎に求めた外部への放出量は，セシウム 137 換算

で 1.0×10-6TBqであり，100TBq を十分下回ることを確認した。 

別紙１に計算過程の詳細を示す。 

５．５ 工程室に漏えいしたＭＯＸ量と工程室から外部へ放出されるＭＯ

Ｘ量の関係 

 本評価では，グローブボックスからの工程室への漏えい量については，

火災の上昇気流を直接受けるとして移行率１％/ｈを適用した。 

工程室に漏えいした後については，ＭＯＸ粉末が直接火災影響を受ける

わけではないことから，漏えいしたＭＯＸ粉末が工程室に拡散すると想定

して工程室雰囲気中のＭＯＸ粉末濃度を求め，火災影響による工程室の体

積膨張量から工程室排気系に移行するＭＯＸ粉末量を算出した。 

上記の評価の結果，工程室に漏えいしたＭＯＸ粉末のうち工程室に留ま

る割合は，火災規模（発熱速度，燃焼継続時間）により変動するが，約 99%

～約 54%となった。 

図５－１ １％／ｈでの気相への移行と体積膨張による放出の関係 

６．放出量に係る不確かさ 

６．１ 気相への移行率について 

 粉末容器中のＭＯＸ粉末が一律に１％/ｈで気相に移行するとしている

が，火災の上昇気流を受ける範囲は容器内のＭＯＸ粉末表層に限定される。 

 すなわち，大半のＭＯＸ粉末は火災の上昇気流の影響を直接受けること

はない。 

影響範囲を明確に定義できないことから下振れとして整理するが，粉末
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容器は 60㎝以上の高さがあり，１桁～２桁程度の下振れが想定される。 

６．２ グローブボックスパネル隙間を経由する工程室への漏えい 

グローブボックスの設計上の漏えい率を基に評価したグローブボック

スパネル隙間長さを 10 倍と評価しているが，グローブボックスパネルが

健全であることも想定される。

 グローブボックスバネルを経由する移行経路は，圧力損失を踏まえて

１％と設定したが，本経路が総放出量に寄与する割合は 50%強である。 

 仮にグローブボックスパネルが健全であった場合，放出量が 50%程度下

振れする。また，グローブボックスの耐震性を踏まえると想定し難いが，

仮にグローブボックスパネルに大開口が生じ，グローブボックスから直接

工程室へ移行し，工程室排気系を経由する経路が支配的となった場合，経

由する高性能エアフィルタが１段減るため，２桁程度の上振れとなる。 

６．３ グローブボックス給気フィルタを経由する工程室への漏えい 

 本評価ではグローブボックス給気フィルタ以降の経路について，工程室

へ繋がる弁が開いている又は配管が破断していることを仮定し，それぞれ

の圧力損失を考慮した経路毎の分配割合を表３－２のとおり求めている。 

 グローブボックス給気系が健全である場合，そもそもグローブボックス

内が空気雰囲気となり火災が発生することが考え難いが，仮にグローブボ

ックス給気系が健全であれば，グローブボックス排気系とグローブボック

スパネル隙間からの移行割合が，「約 97%：約 3%」となる。

グローブボックスパネル隙間を経由する場合，高性能エアフィルタを経

由する段数が少なくなり，約 1.5倍の上振れとなる。 

６．４ 体積膨張量の算出 

 工程室の温度上昇による体積膨張が最終的な放出量に寄与しているが，

本評価では工程室の壁や機器への放熱を考慮していない。 

また，隣室への避圧，熱の移動を考慮していない。 

 体積膨張量は温度に比例するため，放熱を考慮すると数倍程度の下振れ

を見込むことができる。 

以上 
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ＧＢ（火災源）名称 工程室名称 移行経路 工程室体積(ⅿ3)
火災継続時

間(s)

膨張体積

（m3）

MOX粉末量

(㎏)

ＨＭ換算係

数
Pu富化度 Pu質量(㎏) Pu質量(g)

体積膨張率

（m3/s）

工程室雰囲気濃度

（ｇMOX/ｍ3）
気相への移行率 経路への移行割合

GB排気フィル

タ除染係数
ダクト除染係数

Pu放出量(g・

Pu)
備考

GB排気系 910 260 - 65 0.882 0.33 18.9 18900 - - 7.22E-04 0.25 1.00E-09 0.1 3.41E-10

GB給気系 910 260 92.6 65 0.882 0.33 18.9 18900 0.36 3.87E-05 - 0.74 - 0.1 3.58E-08

パネル開口部 910 260 92.6 65 0.882 0.33 18.9 18900 0.36 5.16E-04 - 0.01 - 0.1 4.78E-08

GB排気系 1790 866 - 90 0.882 0.18 14.3 14300 - - 2.41E-03 0.25 1.00E-09 0.1 8.60E-10

GB給気系 1790 866 149.3 90 0.882 0.18 14.3 14300 0.17 9.07E-05 - 0.74 - 0.1 1.35E-07

パネル開口部 1790 866 149.3 90 0.882 0.18 14.3 14300 0.17 1.21E-03 - 0.01 - 0.1 1.81E-07

GB排気系 1790 1191 - 90 0.882 0.18 14.3 14300 - - 3.31E-03 0.25 1.00E-09 0.1 1.18E-09

GB給気系 1790 1191 821.2 90 0.882 0.18 14.3 14300 0.69 1.25E-04 - 0.74 - 0.1 1.02E-06

パネル開口部 1790 1191 821.2 90 0.882 0.18 14.3 14300 0.69 1.66E-03 - 0.01 - 0.1 1.37E-06

GB排気系 1790 229 - 90 0.882 0.18 14.3 14300 - - 6.36E-04 0.25 1.00E-09 0.1 2.27E-10

GB給気系 1790 229 20.1 90 0.882 0.18 14.3 14300 0.09 2.40E-05 - 0.74 - 0.1 4.81E-09

パネル開口部 1790 229 20.1 90 0.882 0.18 14.3 14300 0.09 3.20E-04 - 0.01 - 0.1 6.42E-09

GB排気系 1330 260 - 155 0.882 0.24 32.8 32800 - - 7.22E-04 0.25 1.00E-09 0.1 5.92E-10

GB給気系 1330 260 92.6 155 0.882 0.24 32.8 32800 0.36 6.31E-05 - 0.74 - 0.1 5.84E-08

パネル開口部 1330 260 92.6 155 0.882 0.24 32.8 32800 0.36 8.42E-04 - 0.01 - 0.1 7.79E-08

GB排気系 2380 260 - 90 0.882 0.18 14.3 14300 - - 7.22E-04 0.25 1.00E-09 0.1 2.58E-10

GB給気系 2380 260 92.6 90 0.882 0.18 14.3 14300 0.36 2.05E-05 - 0.74 - 0.1 1.92E-08

パネル開口部 2380 260 92.6 90 0.882 0.18 14.3 14300 0.36 2.73E-04 - 0.01 - 0.1 2.56E-08

GB排気系 2380 260 - 90 0.882 0.18 14.3 14300 - - 7.22E-04 0.25 1.00E-09 0.1 2.58E-10

GB給気系 2380 260 92.6 90 0.882 0.18 14.3 14300 0.36 2.05E-05 - 0.74 - 0.1 1.90E-08

パネル開口部 2380 260 92.6 90 0.882 0.18 14.3 14300 0.36 2.73E-04 - 0.01 - 0.1 2.53E-08

GB排気系 2380 109 - 90 0.882 0.18 14.3 14300 - - 3.03E-04 0.25 1.00E-09 0.1 1.08E-10

GB給気系 2380 109 85.3 90 0.882 0.18 14.3 14300 0.78 8.59E-06 - 0.74 - 0.1 7.33E-09

パネル開口部 2380 109 85.3 90 0.882 0.18 14.3 14300 0.78 1.14E-04 - 0.01 - 0.1 9.77E-09

GB排気系 2380 109 - 90 0.882 0.18 14.3 14300 - - 3.03E-04 0.25 1.00E-09 0.1 1.08E-10

GB給気系 2380 109 85.3 90 0.882 0.18 14.3 14300 0.78 8.59E-06 - 0.74 - 0.1 7.33E-09

パネル開口部 2380 109 85.3 90 0.882 0.18 14.3 14300 0.78 1.14E-04 - 0.01 - 0.1 9.77E-09

合計 3.06E-06

プレス装置B　ＧＢ

ペレット加工第1室

予備混合装置ＧＢ 粉末調整第2室

粉末調整第5室

粉末調整第7室

プレス装置A　ＧＢ

添加剤混合装置Ａ　ＧＢ

回収粉末処理・混合装置ＧＢ

造粒装置ＧＢ②

造粒装置ＧＢ①

均一化混合装置ＧＢ

添加剤混合装置B　ＧＢ

放出量 核種
原料組成

(wt%)

比放射能

(Bq/g・HM)

MAR

(Bq)
DR ARF RF LPF

放出量

(Bq)

χ/Q

(s/m3)

R

(m3/s)

H

(Sv/Bq)

被ばく線量

(mSv)

kg・MOX Pu－238 3.80 6.342E+11 7.39E+04 1 1.0E+00 1 1.00E+00 7.39E+04 8.10E-05 0.000333333 1.60E-05 0.0000319

Pu－239 55.60 2.297E+09 3.91E+03 1 1.0E+00 1 1.00E+00 3.91E+03 8.10E-05 0.000333333 1.60E-05 0.0000017

富化度 Pu－240 27.30 8.402E+09 7.03E+03 1 1.0E+00 1 1.00E+00 7.03E+03 8.10E-05 0.000333333 1.60E-05 0.0000030

Pu－241 13.30 3.827E+12 1.56E+06 1 1.0E+00 1 1.00E+00 1.56E+06 8.10E-05 0.000333333 1.70E-07 0.0000072

Pu量（g・HM) Am－241 4.50 1.271E+11 1.75E+04 1 1.0E+00 1 1.00E+00 1.75E+04 8.10E-05 0.000333333 1.60E-05 0.0000076

3.065E-06 Pu放出放射能合計 1.66E+06 敷地境界被ばく量 0.0000514

核種 放出放射能 IAEA TECDOC Cs137との比 ICRP Pub72 IAEA TECDOC IAEA TECDOCIAEA TECDOCICRP/IAEA Cs137 Cs137

50year 預託換算係数 預託換算係数 呼吸率 預託換算係数 換算係数比 換算放射能

(Bq) (mSv/kBq/m2) (Sv/Bq)TypeS (mSv/h)/(kBq/m3)（ｍ3/h） (Sv/Bq) (Bq)

Pu-238 7.39E+04 6.60E+00 5.08E+01 1.60E-05 1.70E+02 1.50E+00 1.13E-04 1.41E-01 7.17E+00 5.29E+05

Pu-239 3.91E+03 8.50E+00 6.54E+01 1.60E-05 1.80E+02 1.50E+00 1.20E-04 1.33E-01 8.72E+00 3.41E+04

Pu-240 7.03E+03 8.40E+00 6.46E+01 1.60E-05 1.80E+02 1.50E+00 1.20E-04 1.33E-01 8.62E+00 6.06E+04

Pu-241 1.56E+06 1.90E-01 1.46E+00 1.70E-07 3.50E+00 1.50E+00 2.33E-06 7.29E-02 1.06E-01 1.66E+05

Am-241 1.75E+04 6.70E+00 5.15E+01 1.60E-05 1.40E+02 1.50E+00 9.33E-05 1.71E-01 8.84E+00 1.55E+05

9.45E+05 9.45E-07 TBq

別紙 
経路別の放出量計算詳細 
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